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2月臨時、3月定例議会報告
日頃より温かいご支援を賜り感謝申し上げま
す。会社員と議員活動を両立させる中、今議
会も一住民の視点から「是々非々」の姿勢で
審議に臨みました。2026年2月5日臨時議会、

中西ふみとし通信
第15号

および3月3日から11日までの第251回定例議会において、予算案を
含む議案26件、発議1件が提出され、いずれも原案通り可決されま
した。私自身も各案の内容を精査した上で、これらすべてに賛成い
たしました。また、今期は住民の皆様から提出された請願1件につい
ても審議が行われました。私は本請願の「紹介議員」として採択を
求め、賛成の立場をとりましたが、議会全体としては不採択の結果
となりました。
＜2月臨時、3月定例議会審議結果＞ 審議の分かれた議案
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2026年3月
＜中西文寿の議会だより＞

一般質問 「【WEB限定・詳細レポート】」No1
今回登壇した議員は9名。中西からの質問（抜粋）は以下の通り。

核兵器廃絶を求める請願は、賛成3・反対9
コラム：請願の不採択を受けて

で不採択となりました。私は紹介議員として、非核平和都市を掲げる町の歩みに
議会も歩調を合わせるべきと考え、採択を確信していました。本会議では賛成討
論があった一方、不採択を主張する側からの意見表明（反対討論）は一切ありま
せんでした。委員会での審査はあったにせよ、最終判断の場である本会議で、平
和を願いつつも慎重な立場を公に示すべきではなかったか。議論を尽くすことこ
そ、議会の責務だと考えます。

1. 質問と再質問のポイント 2. 町の答弁（詳細） 所見・提言・引き出した成果

【当初質問】

太陽光開発を抑制する一方で、

維持困難な農地の「受け皿」が

必要だ。本町の操車場や高圧線

網を「資源」と捉え、ドローン

点検拠点を誘致すべきではない

か。

町所有地で直ちに活用できる土

地はなく、具体的な進出相談も

ない。引き続き県と連携し、誘

致活動に努めていく。

「待ち」の姿勢では隣接市町に

優良企業を奪われる。町独自の

強みを定義した戦略的なトップ

セールスが必要だ。

【再質問：縦割り行政の打破】

産業振興課が企業誘致の企画か

ら担当するものだと思っていた

が、そのような役割分担になっ

ていないのか。

企業誘致の専門部署はないが、

関連課局が連携して対応するこ

ととなる。

企画部署任せでは新規事業は立

ち上がらない。各部署が「企画

者」としての意識を持つべきで

ある。

【再質問：農地の高度利用】

圃場（ほじょう）整備済みの土

地でも、姿を維持したまま実証

実験の「場」として貸し出す

「高度な多目的利用」なら、国

の補助金返還リスクも避けられ

るはずだ。

内容により異なるが、農地法抵

触の恐れがある。不明点があれ

ば農業委員会窓口へ事前相談を

いただきたい。

法解釈の壁はあるが、地権者の

困りごと解決と新産業創出を両

立させる「滑川モデル」の構築

を提案し続ける。

【再質問：公共用地の決断】 （前向きな回答） 【大きな一歩】

小学校建設が見送られた土地

を、子供たちの未来の雇用を生

む「次世代産業の拠点」にする

ことこそ、現代に土地を活かす

道ではないか。

町民の要望が一致すれば、企業

誘致という選択肢もあり得る。

中西議員の提案を否定するもの

ではない。

「検討外」ではなく「選択肢」

としての答弁を引き出した。暫

定的な資材置き場から、未来へ

の投資拠点への転換を迫る。

■テーマ1：次世代産業（ドローン等）の誘致と持続可能な土地利用

【コンセプト】 単なる企業誘致の要望ではなく、「町の負の遺産（放置農地）を、独自の資源（イ

ンフラ）で解決する」という逆転の発想を可視化する。



2026年3月
＜中西文寿の議会だより＞

一般質問
「【WEB限定・詳細レポート】」No2

1. 質問と再質問のポイント 2. 町の答弁（詳細） 3. 所見・提言・引き出した成果

【当初質問】

全国的な公務員離職の深刻化を

受け、本町が「選ばれる自治

体」であり続けるために、事務

集中時間を確保する「開庁時間

の最適化」を検討すべきではな

いか。

業務の平準化により負担軽減を

図っている。開庁時間の見直し

については、住民利便性や働き

やすさ、財政負担等を総合的に

勘案し、引き続き検討してい

く。

窓口を「開けておくだけ」では

なく、DX推進とセットで行政運

営の持続可能性を高める投資と

して捉えるべきだ。

【再質問：エビデンスの要求】

全国的な公務員離職の深刻化を

受け、本町が「選ばれる自治

体」であり続けるために、事務

集中時間を確保する「開庁時間

の最適化」を検討すべきではな

いか。

全窓口を横断した体系的な統計

データは現在持ち合わせていな

い。

推測による議論を排し、まずは

実態を可視化することを強く求

めた。

【再質問：実態調査の提案】 （前向きな回答） 【大きな成果】

一定期間、全窓口で「悉皆

（しっかい）調査」を実施し、

そのデータに基づいて最適解を

導き出すべきではないか。

職員に過度な負担をかけない方

法（総合案内での集計等）を工

夫し、時間帯別来庁者数および

業務内容の把握・調査を実施す

る。

根拠に基づく判断へ一歩前進。

これにより、「真に住民が必要

とする時間帯」の特定が可能に

なる。

【再質問：利便性の代替策】

窓口時間を削る分、オンライン

申請やコンビニ交付を拡充し、

「役場に来なくて済む」環境を

どう整えるか。

単なる縮減ではなく、電子証明

書の活用や電子申請手続きの利

用促進をあわせて進め、住民の

理解を得ながら利便性の維持・

向上を図っていく。

「窓口の量から質への転換」こ

そが重要。他自治体に先んじ

て、計画的にデジタル化とセッ

トで進めるべきである。

■テーマ2：開庁時間の最適化と人材確保

【コンセプト】

単なる「時短」の提案ではなく、「データに基づく合理的経営への転換」と、それによる「住民

サービスの質的向上」を町から引き出したプロセスを可視化する。

「ドローン開発・訓練センター イメージ図」
（AI作成）


